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第33期役員候補者選挙の告示

　日本気象学会定款（第14条）および細則（第6条）

に基づき，次期役員候補者の選挙を以下の要領で実施

する．

（1）選出する役員候補者数

　　　理事22名
　　　監事　2名

（2）立候補の届出

　ア．立候補の資格

　　　2003年12月までに常任理事会で通常会員とし

　　　て認定された者．

　イ．届出の手続き

　　　立候補する者は，選挙管理委員会に請求し，

　　　次の書類を受け取り，必要事項をもれなく記

　　　載の上，同委員会に提出すること（郵送可）．

　　　ただし，事情ある場合には，選挙管理委員会

　　　に文書で申し出の上，代理人によって手続き

　　　することができる．

　　a．個人調書（氏名，生年月日，現職又は略歴，

　　　　入会年，立候補地区，役員種別などを記載）

　　b．所信（400字以内．推薦者名の記載可）

　ウ．届出の期間

　　　2003年12月12日（金）から2004年1月13日（火）

　　　までに届け出ること．郵送の場合は，速達書

　　　留にするなど安全を図った上，この期間中に

　　　選挙管理委員会に必着のこと．

　エ．届出の宛先

　　　〒100－8122　東京都千代田区大手町1－3－4

　　　　　気象庁観測部環境気象課気付

　　　　　日本気象学会　選挙管理委員会

　オ．立候補者の資格審査

　　　立候補届出期間終了後，速やかに行う．

　カ．立候補者名薄の記載順序

　　　立候補者資格審査合格者について，選挙管理

　　　委員会が抽選により定める．

　キ．立候補受付状況の公開

　　　立候補届出者の氏名は，学会事務局および学

　　　会ホームページで随時公開する．

（3）投票

　ア．有権者資格

　　　2003年12月までに常任理事会で通常会員と認

　　　められた者．

2003年11月

　イ．選挙広報および投票用紙

　　　選挙広報（立候補者名簿および所信などを含

　　　む）と投票用紙は，立候補資格審査終了後速

　　　やかに作成し，全有権者に郵送する．これが

　　　2004年2月17日（火）までに届かない有権者

　　　は直ちに選挙管理委員会に申し出ること．

　　ウ．投票期日

　　　2004年3月15日（月）までに選挙管理委員会

　　　に必着のこと．

　エ．投票方法

　　　無記名文書投票．投票方法の詳細は投票用紙

　　　と共に郵送する．

（4）開票および結果の公示

　ア．開票期日

　　　開票は2004年3月16日（火）に気象庁内にて

　　　行う．有権者はこの開票に立ち合うことがで

　　　きる．

　イ．当選者および次点者の順位の決定

　　　細則第6条の定めによるが，当選者と次点者

　　　の得票数が同数となった場合には，抽選でそ

　　　の順位を定める．

　ウ．開票結果の公示

　　　開票結果は，当日学会事務局（気象庁8F）お

　　　よび学会ホームページに掲示し，かつ「天気」

　　　4月号に公示する．

日本気象学会選挙管理委員会

〒100－8122　東京都千代田区大手町1－3－4

　　　　　気象庁観測部環境気象課内

　　　　　電話03－3212－8341内線4251

（委員長）牧野行雄

（委　員）堀川和久，上出」美，五十嵐寛，入口武史，

　　　遠藤洋和，小司晶子，竹田康生，中村晃三，

　　　山下景子

《関連の定款および細則》

定款第14条　役員は，通常会員の中から，次の方法に

　　　　　よって選任する．

1．理事および監事は，別に定めるところにより総会

　で選任する．

2．理事長は，理事会において理事のうちから選任す

　る．
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3．常任理事は，理事会において理事のうちから選任

　する．

4．特定の理事とその親族その他特別の関係にある者

　　の合計数は，理事現在数の3分の1を超えてはな

　　らない．

5．理事と監事は，相互に兼ねることはできない．

定款第19条　役員の任期は2年とする．但し，再任は

　　　　　妨げない．

　　　　　役員は，その任期満了後も後任者が就任

　　　　　するまでは，なおその職務を行う．

細則第6条　定款第14条における役員の選任は，次に

　　　　　定める方法による．

1．以下の地区（全国区を含む）において，それぞれ

　　の定数の理事候補者を通常会員による選挙で立候

　補者の中から選出する．

　北海道地区……………2名

　東北地区………………2名
　　関東地区………………2名

　　中部地区………………2名

　　関西地区………………2名

　　九州地区……・……・一2名

　沖縄地区………………1名

　および

　　全国区……………・…・・9名

　　　　　　　合計　　22名

　ただし，各地区に属する都道府県は次めように定め

　る．全国区は全地区を包含する地区とする．

北海道地区（北海道）

東北地区（青森，秋田，山形，岩手，宮城，福島）

関東地区（新潟，群馬，栃木，茨城，埼玉，千葉，東

　　　　京，神奈川，山梨）

中部地区（長野，静岡，愛知，岐阜，三重，福井，富

　　　　山，石川）

関西地区（滋賀，京都，大阪，和歌山，奈良，兵庫，

　　　　岡山，鳥取，島根，広島，香川，愛媛，徳

　　　　島，高知）

九州地区（山口，福岡，佐賀，長崎，大分，熊本，宮

　　　　崎，鹿児島）

28

沖縄地区（沖縄）

2．

3．

6．

7．

8．

9．

10．

11．

12．

監事候補者については，全国区において，2名を

通常会員による選挙で立候補者の中から選出す
る．

理事候補選出の選挙に立候補する者は，その者が

所属する地区または全国区の何れかの地区から立

候補する．

選挙は，無記名の文書投票によって行う．

理事立候補者に対する投票は，投票者が所属する

地区および全国区の2地区について行う．

立候補者の得票数が，その地区における有権者総

数の10分の1に満たない場合，その者は役員候補

者になれない．

当選者および次点者の順位は，地区ごとに得票数

の多い者を上位として定める．

理事長は，理事および監事立候補者の当選者を選

挙後の最初の総会に次期役員として提案する．

理事候補の当選者は，合意に基づき，選挙後の最

初の総会までに，当選者との合計が最大定数を越

えない範囲で，役員候補者を理事長に推薦するこ

とができる．理事長は，その者を総会に次期役員

候補者として推鷹する．

前項において，当選者が推薦できる理事候補者の

数は，理事の最大定数の3分の1を越えてはなら

ない．

役員に欠員が生じた場合，選挙における次点者を

後任役員候補者とする．前任者の選出地区に次点

者がいない場合，理事会の議を経て，理事長は前

任者の選出地区から後任役員の候補者を推薦する

ことができる．候補者となった者は，総会で選任

されるまでの間，役員に準じて職務を行うことが

できる．後任役員の任期は前任者の残任期間とす

る．

第9項および第11項において，連続する2期を越

えて同じ者を役員候補に推薦してはならない．

（以上）

“天気”50．11．


